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１ 団体の概要（平成31年4月1日現在）

２ 行政施策との関係

(１)団体活動に関係する行政施策の目的

(２)上記を代替・補完する団体活動の概要

点検評価表（県出資25％未満の株式会社）

団　　体　　名 御前崎埠頭株式会社

所　　在　　地 御前崎市港６１２９－１ 設立年月日 昭和46年５月１日

代　　表　　者 代表取締役社長　柳澤 重夫 県 所 管 課 交通基盤部港湾企画課

団体ホームページ http://omaezaki-futo.co.jp/

出資者 出資額（千円） 比率（％）

鈴与株式会社 14,500 24.2

静岡県 10,000 16.7

御前崎港運株式会社 8,500 14.2

御前崎市 5,000 8.3

その他 22,000 36.6

基本財産（資本金） 計 60,000 100.0

事業内容
・ポートサービス業務（曳船業、船舶給水、綱取放業）
・埠頭施設の管理運営
・マリーナ運営管理業

港湾の施設の設置及び管理を行うことで、背後企業等の物流ニーズに対応し、県内産業の競争力を強化するこ
とを目的とする。

港湾の利用調整を通じ、埠頭の公平・公正な管理運営を担うとともに、港間競争での優位性を確保するため、御
前崎港において、ポートサービス業、埠頭施設の管理運営、マリーナの管理運営等の港湾活動を効率的に実施
している。

52-1



３ 点検評価（県所管課記載）

４ 経営上の課題・改善に向けた取組の方向性

点検項目 県所管課意見

① 県の出資の必要性
が、現在の社会経済
環境において認めら
れるか

港湾の利用調整を目的に官民一体となって設立した法人であり、埠頭の公平、公正な
管理運営という公益的役割を担っているため、港湾利用の効率化と円滑な運営を行う
ためには県の出資が必要である。

会社に対する県の財政的関与としてではなく、港湾の管理運営に必要な業務委託とし
て支出している。

H28決算 H29決算 H30決算 Ｒ１決算

県支出額（千円） 51,481 53,571 53,087 57,968

現在、県から職員を派遣していない。

H28.4.1 H29.4.1 H30.4.1 H31.4.1

県派遣職員数（人） 0 0 0 0

② 県からの補助金、委
託金等の支出につ
いて、必要性、有効
性が認められるか

③ 県からの職員派遣に
ついて、必要性、有
効性が認められるか

・RORO船航路が週4便から週3便に減少となった。2019年4月より綱取放料金を改定し、収益性の改善を図る。
・コンテナターミナル施設やマリーナ施設の老朽化に伴う更新等が今後の課題である。2019年度はコンテナター
ミナルゲート事務所を更新。
・輸出完成自動車の取扱量が増加していることにより、モータープール増設地の賃貸が継続されている。今後も
関係者と協力してポートセールス活動に励み、港湾施設の利用を促進していく必要がある。
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